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（続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
 
 本研究は、比較的新しい税である森林環境税の理念と目的に照らして、その現実を
事後評価の観点から分析、検証することで、現時点での森林環境税の意義と課題を析
出することを目的としている。 
森林環境税は、「環境税」だが、環境汚染物質の排出に対して課税しているわけで
はないという点において、通常の環境税とは異なっている。それが「環境税」と呼ば
れるのは、個人住民税均等割部分の上乗せ課税を行うことで上がってきた税収を、森
林／水源保全に充て、環境改善に資するためである。このため、上がってきた税収の
使途を特定目的に限定する目的税として設計される。しかし一般に目的税は、財政民
主主義にもとるため、森林環境税の設計においては「参加型税制」が謳われた。つま
り税収の使途、その効果の検証、制度の改善にあたって、住民(県民)参加を促し、直
接民主主義的なコントロールをかけることで、目的税が財政民主主義にもとるという
欠陥を克服しようとしたのである。 
本論文の意義は、第一に、こうした理念に基づく森林環境税の理論的根拠を改めて
再検討することで、従来議論されてきた論拠に加え、「生態系サービスへの支払い」
というエコロジー経済学的観点から森林環境税を正当化しうることを論証している点
にある。 
 第二の意義は、神奈川、長野、高知という3県の代表的な森林環境税の成立、制度
改正過程を、議事録をテキストマイニングの手法によって分析することで、森林環境
税の類型化を行い、県民会議を創設して直接民主主義的な参加型税制を制度化した神
奈川県水源環境税の意義を高く評価すると同時に、しかしその運用実態は、本来の理
念との間に乖離があることを見出した点にある。 
 第三の意義は、森林環境税第三類型として「地域主導型経済林重視」の長野県森林
環境税を析出した点にある。高知県森林環境税が林業に対する国庫補助の裏負担とい
う性格を持っているのに対し、長野県は地域を担う産業としての林業育成を目指し、
著者のいう「地域づくり」の観点から設計された森林環境税ということになる。第三
類型の森林環境税が存在することを明らかにし、その意義を評価したのは、本論文が
初めてである。 
 これは、「参加型税制」が形骸化していく中で、地域産業の担い手である林業を、
水源保全や森林保全の観点から改めて再評価しようとするものである。租税財源を投
入し、「公共事業」として森林保全を行うのではなく、「生業」としての林業が存立
することで地域に所得と雇用が発生し、山に人が住み続けることによって水源と森林
の保全が可能になる、そのための条件整備を森林環境税の税収で行っていく、という
論理である。本論文が長野県森林環境税の議事録を詳細に分析し、またキーパーソン
へのインタビューや現地調査を通じて、長野県森林環境税が以上の方向で展開を遂げ
たことを明らかにした点は、高く評価できる。 
 他方、審査では(1)生態系としての森林をどう保全するかという課題を立てる場
合、都道府県だけでなく、市町村、財産区、あるいは森林組合等の主体を重層的に分
析対象とすべきだったのではないか、(2)「参加型税制」という場合、本論文で分析
されている県民会議でもって参加がなされているといえるのか、もっと参加の対象を
拡張して考えるべきではないか、(3)テキストマイニングの手法を用いるのはよい
が、生のテキストをそのままで分析するのは、発言力の強弱等を考慮しないため、か
えってバイアスがかかってしまう。議事録分析では、委員構成の把握が重要であり、
議題の選択のされ方を含めて分析することが重要ではないか、(4)参加型税制がそも
そもなぜ必要なのか、説得的に論証するには、県民会議の市民意見で制度が創設され
る、あるいは制度設計が変わる、といった事例を取り上げ、分析することが必要では
ないか、(5)議事録分析においても、「住民」や「参加」といった言葉をただそのま
ま取り出すのではなく、それが本来の趣旨に沿った方向で使われているかどうか、文
脈に即して分析したり、発言者の意図を踏まえた上で分析を進める必要があるのでは
ないか、といった指摘がなされた。 
以上の課題にもかかわらず本論文が、森林環境税の分析に異なる視角から新たな光
を投げかけ、日本の森林環境税研究に新たな寄与を行った点を評価すべきだという点
で意見の一致をみた。よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として十分価値あ
るものと認定する。また平成30年6月8日、論文内容に関する口頭試問を行った結果、
合格と認めた。 
 
 
  
